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序     文 

 
 インドネシア共和国では 2000 年以降、年約 5%前後の経済成長を維持して来ましたが、今後更
なる成長をめざす過程で、高付加価値製品開発など、高度な技術開発に向けた取り組みへの強化

が求められています。産業界を支える高度な技術を有した理工系人材の育成は、最重要課題の 1
つとしてあげられており、特に群島国家であるインドネシア共和国にとって、情報通信技術（ICT）
の進展への対応が必要とされるなか、それを担う研究者や技術者の育成が喫緊の課題であると認

識されています。 
同国政府からの要請に基づき、独立行政法人国際協力機構（JICA）は、2006 年 4 月から 2010

年 3 月にかけて、インドネシア共和国政府が ICT 分野における高等教育機関の拠点と位置づけて
いるスラバヤ工科大学（ITS）において、同分野の教育・研究能力向上を中心とした支援である技
術協力プロジェクト「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画」を行ってきました。同事業

を通じ、スラバヤ工科大学の教育・研究能力向上ののみならず、東部インドネシア地域（EPI）諸
大学の教育・研究能力の向上を図ってきました。 
今般、スラバヤ工科大学が、東部インドネシア地域の拠点大学として、地域社会の発展に貢献

する能力を更に身に付けることを目的とした事業が、次期フェーズとして同国政府より要請され

ました。同国の経済社会状況も踏まえつつ、本事業においては、先のフェーズの成果であるスラ

バヤ工科大学での研究室中心教育の更なる強化や、研究能力のより一層の強化をめざしています。

加えて、同地域の大学とのネットワークの強化を図るとともに、地域の拠点大学としてのスラバ

ヤ工科大学の、ICT 関連工学分野における教育・研究能力の更なる向上を期待しています。 
本報告書は、インドネシア共和国政府、及び関係機関と協力計画策定のために、実施した詳細

計画策定調査の結果を取りまとめたものであり、今後のプロジェクトの展開にあたって活用され

ることを願っております。 
ここに本調査にご協力をいただいた内外の関係者の方々に、深く感謝を申し上げるとともに、

引き続き一層のご支援をよろしくお願い申し上げます。 
 
 平成 23 年 12 月 
 

独立行政法人国際協力機構 

人間開発部長 萱島 信子 
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第１章 要請の背景 

 
インドネシア共和国（以下、「インドネシア」と記す）では 2000 年以降、年約 5%前後の経済成長

を維持して来たが、今後更なる成長をめざす過程で、高付加価値製品開発など、高度な技術開発に向

けた取り組みへの強化が求められている。これを受け、国民教育省高等教育総局（Directorate General of 
Higher Education：DGHE）は、今後、理工系学生（工学、理学、農学）の割合を、2009 年の 19%から
2014 年には 30%へ、2025 年には 39%程度まで引き上げる計画をしている。 
他方、国内の地域別総生産をみると、スマトラ島やジャワ島等のインドネシア西部地域が、全国総

生産の 8 割以上を占め、スラウェシ島やヌサトゥンガラ地域等の、東部地域との地域間格差が生じて
おり、東部地域における産業･地域開発が大きな課題となっている。 
これらの方向性及び課題を踏まえ、開発が遅れている東部インドネシア地域（Eastern Part of 

Indonesia：EPI）に所在し、インドネシア政府の政策に基づき、情報通信技術（Information and 
Communication Technology：ICT）分野の教育･研究をリードする担当大学（Leading University）、及び
EPIの諸大学の強化を図るための拠点大学（Resource University）としての役割を、期待されているス
ラバヤ工科大学（Institut Teknologi Sepuluh Nopember：ITS）に対し、技術協力プロジェクト「スラバ
ヤ工科大学情報技術高等人材育成計画（2006～2010 年）」（以下、フェーズ 1）が JICA により実施さ

れた。フェーズ 1 では、本邦大学との国際レベルの共同研究や、研究室中心教育（Lab-Based-Education：
LBE）の導入等により、ITS の ICT 関連工学部の教育・研究能力向上が実現された。さらには、EPI
の諸大学から ITS に国内留学している教員を、プロジェクト活動に参加させることにより、それらの
大学の教育・研究能力の向上にも貢献した。 
一方で、ITS が、同地域の拠点大学として、地域社会の発展に貢献する能力を更に身に付けるため

には、フェーズ 1 を通じて構築された域内の諸大学との学術連携を継続・強化すること、及び研究実
績の積み上げを図ると同時に、具体的・戦略的な産業界との連携を強化することが課題となっている。 
このような実績や課題及び、インドネシアの状況も踏まえ、インドネシア国民教育省高等教育総局

（DGHE）により、次期フェーズとして、ITS 及び EPIの諸大学における、教育・研究能力の強化を目
的とした「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画プロジェクトフェーズ 2」が、わが国へ要請
された。 
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第２章 調査の概要 

 
２－１ 調査団派遣の目的 

 2009 年度要望調査において、インドネシア政府から要請のあった ITS に対する技術協力プロジェク
トの実施について、同プロジェクトの協力基本枠組みの形成・合意することを目的に、詳細計画策定

調査団を派遣した。 
 

２－２ 調査団の構成 

担当分野 氏 名 所 属 

団長/総括 小西 伸幸 JICA 人間開発部 高等・技術教育課 課長 

協力企画 山田 朋未 JICA 人間開発部 高等・技術教育課 職員 

工学教育 本間 寛臣 豊橋技術科学大学 名誉教授 

評価分析 小澤 みどり 株式会社パデコ 

高等教育 和氣 太司 JICA 専門家（高等教育アドバイザー） 

 
２－３ 調査日程 

日 程 活 動 

1 7 月 31 日 日 （小澤）成田→ジャカルタ 

2 8 月 1 日 月 国民教育省高等教育総局（DGHE）、産業界へのヒアリング 

3 8 月 2 日 火 研究技術省（RISTEK）、産業界へのヒアリング 
（小澤）ジャカルタ→成田 

4 8 月 3 日 水 スラバヤ工科大学（ITS）へのヒアリング 

5 8 月 4 日 木 対処方針会議（テレビ会議接続） 
ITS、産業界へのヒアリング 

6 8 月 5 日 金 ヌサチェンダナ大学（UNDANA）、マタラム大学（UNRAM）、サムラト
ランギ大学（UNSRAT）、産業界へのヒアリング 

7 8 月 6 日 土 書類整理 

8 8 月 7 日 日 （小西、山田/本間） 成田/名古屋→スラバヤ 

9 8 月 8 日 月 （和氣）ジャカルタ→スラバヤ 
AM：団内協議 
PM：ITS 学長表敬 ITS との協議（協力内容の確認） 

10 8 月 9 日 火 終日：ITS との協議（協力内容の確認） 
（和氣）スラバヤ→ジャカルタ 

11 8 月 10 日 水 AM：ITS との協議（協力内容の確認） 
PM：ITS との協議（協力内容、指標の確認）、ITS 施設視察 

12 8 月 11日 木 AM：ITS との協議（PDM、M/M、R/D（案）の最終確認協議） 
PM：ITS 学長とのミニッツ署名 
（小西、山田、本間、小澤）スラバヤ→ジャカルタ 
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13 8 月 12 日 金 AM： DGHE 局長への報告、及びミニッツ署名 
（小西、本間、小澤）ジャカルタ→成田（機内泊） 
（山田）ジャカルタ→ウジュンパンダン 

14 8 月 13 日 土 （小西、本間、小澤）（ジャカルタ→）成田着 
 
２－４ 主要面談者 

１）国民教育省高等教育総局（DGHE） 
Prof. Dr. Kjoko Santoso DGHE 局長 
Mr. Harris Iskandar Secretary 

２）研究技術省（RISTEK） 
Prof. DR. M. Syamsa Ardisasmita, DEA Deputy Minister for Science and Technology Network 

３）PT ANEKA ASIA BUANA（日系企業） 
平川 博氏 社長 
Mr. Achmad Firdaus IT Section Manager 

４）PT Teknologi Riset Global 
（R＆D セクションをもつ会社） 
Mr. Achmad Sariwijaya Director 

５）PT Phase Delta Control Surabaya 
Drs. Soehardoepri, MSi Manager of Human Resource Development Section 

６）PT Prima Anugerah Perkasa Surabaya branch 
Mr. Tikno（ITS IT 学部修士課程卒） Branch Manager 

７）Pandana Institute 
Mr. Hadi Setiyawan（ITS 修士課程卒） Director 

８）スラバヤ水道公社 
Mr. Dooy Soedarjono Division of Supporting plan for maintenance and 

installation, Division Head 
Mr. Nanang Widyatmono（ITS 学卒） Division of Supporting plan for maintenance and 

installation, Division Sub-head 
Ms. Rizki Dwi Kurnia（ITS 学卒 LBE 経験者） Division of General Support Staff 

９）ヌサチェンダナ大学（UNDANA） 
テレビ会議 
Prof. Ir. Frans Umbu Datta, M.App.Sc; PhD Rector 
Mr. Ir.Marthen M.Kappa, MSc. Vice Rector for Student Services 

10）マタラム大学（UNRAM） 
テレビ会議 
Mr. Made Sutha Alnyana Head of Computer Center 
Mr. Suwardji Vice Rector for Collaboration 
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11）サムラトランギ大学（UNSRAT） 
テレビ会議 
Prof. Alex Vice Rector for Collaboration 
Mr. Meksy Computer Center 
Ms. Alisia Sinsu Head of Information Engineering Study Program of Dept of 

Electrical Engineering, Faculty of Engineering 
12）スラバヤ工科大学（ITS） 

Prof. Dr. Tri Yogi Yuwono Rector 
Prof. Herman Sasongko Vice Rector I (Academic Affairs) 
Dr. Darminto Vice Rector IV (Cooperation & Development) 
Prof. Ir. Eko Budi Djatmiko, M.Sc., Ph.D. Former Vice Rector IV and a Project Director of 

PREDICT-ITS Phase1 
Dr. Achmad Affandi Head of Centre for ICT and Multimedia Studies of LPPM 

and a Project Manager of PREDICT-ITS Phase1 
Prof. Gamantyo Hendrantoro Secretary for Research, LPPM 
Dr. Eko Setijadi Faculty of Industrial Technology Department of Electrical 

Engineering 
Dr. Surya Sumpeno 
Dr. Wirawan 
Dr. Agus Zainal Arifin Faculty of Information Technology Department of 

Information Systems 
Dr. Joko Lianto Buliai Faculty of Information Technology Department of 

Informatics 
 
２－５ 調査結果の詳細 

現地で収集した各種政策や ITS の教育・研究活動の動向等の情報を踏まえ、プロジェクト目標や成
果、具体的な活動内容について ITS と協議し、その協議結果をミニッツ（Minutes of Meeting：M/M）
に記録し、討議議事録（Record of Discussion：R/D）案とともに DEGH、ITS、JICA の三者で確認をし

た。（付属資料 1参照）主な調査結果は、以下のとおり。 
 

 ２－５－１ 高等教育政策の現状と課題 
  (1) インドネシアでは 2000 年以降、約 5%前後の経済成長を維持して来たが、今後更なる成長を

めざす過程で、高付加価値製品の開発、高度な技術開発などに向けた取り組みへの強化が求め

られている。これを受け、DGHE は、今後、理工系学生（工学、理学、農学）の割合を、2009
年の 19%から 2014 年には 30%へ、2025 年には 39%程度まで引き上げることを計画している。 

 
  (2) インドネシアの国家中期開発計画 RPJM（2010～2014 年）や、DGHE の各種計画において、

高等教育機関における、経済や科学･技術の発展を支え、付加価値を創造できる理工系人材の育

成は、最重要課題の 1 つとして位置づけられている。特に ICT 分野は、2005 年に国家 IT 政策
「Indonesia’s Knowledge Based Society 2025」が策定され、当該分野の人材育成に力を入れる旨

Dr. Adi Soeprijanto 

Dr. Erma Suryani 
 

Dr. Daniel Oranova Siahaan 
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が宣言され、さらに国民教育省及び研究技術省（Ministry of Research and Technology：RISTEK）
も、7重点研究分野1)の 1 つとして当該分野を位置づけるなど、ICT 関連分野の研究及び人材育
成への期待が高まっている。 

 
  (3) 開発が遅れているインドネシア東部地域（EPI）の産業・地域開発に対して、農産物・天然

資源等の付加価値を高め、産業振興を図る必要がある。このため、同地域に所在する高等教育

機関（Higher Education Institutions：HEIs）の貢献が求められている。 
 
  (4) 高等教育の将来構想を新たに DGHE が模索している最中である。この新構想は、ピラミッド

型の階層構造を想定している。まず数多くの Community College を設置して、広く国民に高等
教育就学の機会を提供し、その上に各州の地域の中核となる教育中心の高等教育機関を数校設

け、一定の質の保証された高等教育を行う。さらに、数は少ないが、国家の核となる研究を中

心とした、大学群を位置づけるという構造である。本構想は、2011年 8月中に公表される予定
である。 

 
 ２－５－２ 産業界のニーズ、現状と課題 
  (1) 産業界の R＆D に対するニーズは、徐々にでてきてはいるが、産業界と大学の間での技術の

ニーズ（needs）とシーズ（seeds）を確認し合う公式な機会等がほぼないため、企業と大学間で
協定を結んだ産学連携が、あまり実施されていないのが現状である。 

 
  (2) スラバヤを除く EPIにおいては、インフラの未整備と人材不足という認識から、これまでの

ところ、基本的には EPI において大規模な産業の展開は難しいとみられており、特に目立った
産業がない。 

 
  (3) 地域の開発において産業振興は重要であり、EPIにおいてローカルニーズをくみ上げて産業

振興を推進していく必要があり、そこに地元の大学が貢献できる余地がある。産業界とのつな

がりをもつ（ニーズをくみ取る）機会を設定するとともに、くみ取った産業界からの技術ニー

ズに応えていくことが求められている。 
 
 ２－５－３ ITS における ICT 関連工学部の現状と課題 
  (1) 工学部において、ICT に関連するテーマを扱う学科は、主に以下の 3つである。 

1) 産業技術学部電気工学科 
 （Department of Electrical Engineering, Faculty of Industrial Technology） 
2) IT 学部情報システム学科 
 （Department of Information System, Faculty of Information Technology） 
3) IT 学部情報工学科 
 （Department of Informatics, Faculty of Information Technology） 

 
                                                      
1) 7 重点研究分野（ICT, Food security, Energy, Transportation Technology and management, Defense and security technology, 

Health and medicine, Nano-tech and advanced materials） 
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  (2) IT 学部については、学部の設立が比較的最近であるため、若手教員が多い。 
 
  (3) フェーズ 1 を通じて、研究活動を強化するための研究室中心教育（LBE）の導入を行ってき

たが、ITS における LBE の定義が公式に定まっていないことから、研究室によって LBE への理
解、及び実践内容が異なっている。フェーズ 2 では、研究強化のみでなく教育強化も考慮し、
ITS における公式な LBE の定義を再確認し、実践される LBE の質を担保する必要がある。 

 
  (4) フェーズ 1 での共同研究を通じて、研究能力は高まったものの、それらの研究実績を基に産

業界に広くアプローチするには時期尚早であった。今後は更なる研究実績の積み上げを図ると

同時に、具体的かつ戦略的な産業界との連携方法を検討する必要がある。 
 
 ２－５－４ プロジェクトの協力内容 
   プロジェクトの協力内容の詳細については、第３章を参照。なお、ITS と特に協議した点は以

下のとおり。 
  (1) 英文案件名の変更 
    インドネシア政府から提出された要請書に記載されている英文案件名称「Bright Future in the 

Eastern Part of Indonesia」では、案件の内容が全く伝わらないため、案件名称の変更を提案した。
協議の結果、ICT分野における研究教育能力の向上をめざすプロジェクトであることを明示す
ることと、前フェーズの案件名が学内で既に十分浸透していることから、前フェーズの案件名

に「フェーズ2」を付した形での案件名「the Project for Research and Education Development on 
Information and Communication Technology in Institut Teknologi Sepuluh Nopember, Phase 2」とする
ことで合意した。 

    なお、ITS は、2007 年以降、外国の諸機関との間で締結する英語の公式文書においても、同
大学の名称は「Institut Teknologi Sepuluh Nopember」（インドネシア語）と表記することで統一
している。この規定を尊重し、本フェーズからは同大学名をインドネシア語表記にしている。 

 
  (2) 成果の設定 
    本プロジェクトを通じて、ITS の教育及び研究の両面での能力を強化することを明確に示す

ため、LBE の強化を表す成果と研究能力の向上を表す成果を、それぞれ設定することとした。 
 
  (3) ベースライン調査及びエンドライン調査の実施 
    本プロジェクトの達成度を適切に測定する指標を設定するためのベースライン調査、及びプ

ロジェクトの達成状況を確認するためのエンドライン調査を活動として盛り込んだ。基準値及

び目標値（指標）については、本ベースライン調査結果に基づき設定し、プロジェクト開始後

に開催する合同調整委員会（Joint Coordination Committee：JCC）で承認する予定である。 
 
  (4) ITS の自助努力による LBE の強化 
    LBE の強化については、ITS 学内で LBE を更に普及させるための学内戦略を、現在作成中で

あることを受け、ITS の自助努力を加味した協力内容とした。 
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２－６ 協議議事録の署名 

協議結果については、インドネシア側（DGHE Djoko Santoso 氏、ITS 学長 Tri Yogi Yuwono 氏）と確
認のうえ、ミニッツの署名を行った。 
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第３章 事業事前評価表 

 
１．案件名 

 国 名：インドネシア共和国 
 案件名：スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画プロジェクトフェーズ 2 

The Project for Research and Education Development on Information and Communication 
Technology in Institut Teknologi Sepuluh Nopember, PhaseⅡ 
 

２．事業の背景と必要性 

 (1) 当該国における高等教育セクター/東部インドネシア地域の現状と課題 
   インドネシアでは、2000 年以降、約 5%前後の経済成長を維持してきたが、今後更なる成長を

めざす過程で、高付加価値製品開発など高度な技術開発に向けた取り組みへの強化が求められて

いる。これを受け、国民教育省高等教育総局（DGHE）は、今後、理工系学生（工学、理学、農
学）の割合を 2009 年の 19%から 2014 年には 30%へ、2025 年には 39%程度まで引き上げる計画を
有している2) 

   他方、国内の地域別総生産をみると、スマトラ島やジャワ島等のインドネシア西部地域が 8 割
以上を占め、スラウェシ島やヌサトゥンガラ地域等の東部地域との地域間格差が生じており、東

部地域における産業･地域開発が大きな課題となっている。 
 
 (2) 当該国における高等教育セクター/東部インドネシア地域の開発政策と本事業の位置づけ 
   インドネシアの国家中期開発計画 RPJM（2010～2014 年）や、国民教育省（Ministry of National 

Education：MONE）の各種計画において、高等教育機関が経済や科学･技術の発展を支え、特に付
加価値を創造できる理工系人材を育成することは最重要課題の 1 つとして位置づけられている。
特に情報通信技術（ICT）分野は、2005 年に国家 IT 政策「Indonesia’s Knowledge Based Society2025」
が策定され、当該分野の人材育成に力を入れる旨が宣言され、さらに、国民教育省及び研究技術

省も重点研究分野3)の 1 つとして当該分野を位置づけるなど、ICT 関連分野の研究と人材育成への
期待が高まっている。 

   同時に、開発が遅れている東部インドネシア地域（EPI）の産業・地域開発に対して、農産物・
天然資源等の付加価値を高め、産業振興を図る必要があり、同地域に所在する高等教育機関の貢

献が求められている。 
   東部インドネシア地域に位置するスラバヤ工科大学（ITS）は、上記政策に基づき ICT 分野の

教育･研究をリードする担当大学（Leading University）として、2001 年に指名されるとともに、東
部インドネシア地域の諸大学の強化を図るための、拠点大学（Resource University）としての役割
を期待されている。そこで、JICA 技術協力プロジェクト「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育

成計画（2006～2010 年）」（以下、フェーズ 1）は、ITS が、ICT 関連分野の高度な技術やスキル

を兼ね備えた人材を輩出できるようになるため、その研究能力を向上することを目的として実施

された。フェーズ 1 では、本邦大学との国際レベルの共同研究や、研究室中心教育（LBE）の導

                                                      
2) DGHEからの入手資料 
3) 7 重点研究分野（ICT, Food security, Energy, Transportation Technology and management, Defense and security technology, 

Health and medicine, Nano-tech and advanced materials) 
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入等により、ITS の ICT 関連工学部の教育・研究能力向上を実現してきた。さらには、東部イン

ドネシア地域の諸大学から ITS に国内留学している教員を、プロジェクト活動に参加させること
により、それらの大学の教育・研究能力の向上にも貢献してきた。 

   一方で、ITS が東部インドネシア地域の拠点大学として、地域社会の発展に貢献する能力を更

に身に付けるためには、フェーズ 1 を通じて構築された、東部インドネシア地域の諸大学との学
術連携を継続・強化すること及び、研究実績の積み上げを図ると同時に、具体的・戦略的な産業

界との連携方法を確立することが課題であることが確認された。 
   このような実績や課題、及びインドネシアの状況も踏まえ、フェーズ 2 においては教育・研究

能力の更なる強化（深化）を図る。フェーズ 1の成果である ITS での LBE の更なる強化、ITS の
研究能力のより一層の強化、及び東部インドネシア地域の諸大学とのネットワークの強化を通じ、

東部インドネシア地域の拠点大学としての ITS の ICT 関連工学分野における教育・研究能力の更
なる向上をめざす。 

 
 (3) 高等教育セクター/東部インドネシア地域に対するわが国、及び JICA の援助方針と実績 
   わが国の「対インドネシア国別援助計画（2004 年 11 月）」では、 
   1) 民間主導の持続的な成長 
   2) 民主的で公正な社会づくり 
   3) 平和と安定の 3 分野を重点分野とし、これらの下で、格差是正と経済成長の実現の観点か

ら、産業人材、地方人材の育成に対する支援を行うことが掲げられている。 
   また、これを受けて JICA は民間セクター振興及び高等教育を協力プログラムとして掲げ、産

業人材の育成を事業課題としている。 
   このような、わが国及び JICA の援助方針の下、「バンドン工科大学整備計画（第三期）」「高等

人材開発計画（第三期）」「高等教育アドバイザー」等の円借款事業や技術協力が、多数実施され

ている。 
 
 (4) 他の援助機関の対応 
   世界銀行は 2006 年から 2012 年までの予定で、「Indonesia - Managing Higher Education for 

Relevance and Efficiency：IMHERE」プロジェクトを実施している。プロジェクトのコンポーネン
トは、主に以下の 3 つから成り立っている。 

   1) 高等教育システム改革支援 
   2) 高等教育機関（HEIs）の研究・教育能力や、組織運営管理能力向上のための資金支援 
   3) 国立大学及び公開大学のガバナンス、ファイナンス、アウトリーチ、遠隔教育コンテンツ

とその配信における改善である。 
   アジア開発銀行は、現在、高等教育セクターにおいてプロジェクトは実施していないが、いく

つか新プロジェクトを準備している。特にポリテクニックの強化を目的に実施したプロジェクト

（Technological and Professional Skill Development Sector Project：TPSDP）（2001～2007 年）の後継
プロジェクトを、2012 年から開始するための準備を進めている。 

   米国国際開発庁（United State Agency for International Development：USAID）は、Higher Education 
Leadership, Management and Policy（HELM）と、University Partnership Program（UP）を実施してい
る。HELM は、2011 年から 2015 年にかけて実施している技術支援のプロジェクトであり、高等
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教育システム改革の実施に向けた、DGHE のリーダーシップ強化、及び各大学レベルでの運営管
理能力強化をめざしている。UP の目的は、第一に米国とインドネシアにおける高等教育機関の有
効なパートナーシップの設計と実施の支援、第二としては、そのパートナーシップを通じて、イ

ンドネシアの大学の教育･研究、コミュニティサービスの能力向上をめざしている。 
   韓国国際協力団（KOICA）は、2003 年にインドネシア大学内の IT 研修センター設立のため、

機材供与を中心に、カリキュラム開発やインストラクター養成も含めた支援を実施した。 
 

３．事業概要 

 (1) 事業目的（協力プログラムにおける位置づけを含む） 
本事業は、ITS の ICT 関連工学部を主な対象とし、ITS が ICT 関連工学分野において東部イン

ドネシア地域（EPI）の拠点大学としての教育・研究の能力強化を行い、東部インドネシア地域

の諸大学、及び ITS の教育・研究能力向上、東部インドネシア地域の産業及び地域の発展に寄与
する。 

 
 (2) プロジェクトサイト/対象地域名 
   スラバヤ市及び東部インドネシア地域 
 
 (3) 本事業の受益者（ターゲット・グループ） 
   スラバヤ工科大学（ICT 関連工学部） 
  ・ 教員 約 180 名 
  ・ 学生 約 3,080 名（博士課程 約 50名、修士課程 約 330 名、学部 約 2,700 名） 
 
 (4) 事業スケジュール（協力期間） 
   2012 年 1月～2014年 12 月を予定（3 年間） 
 
 (5) 総事業費（日本側） 
   約 1億 9,900 万円 
 
 (6) 相手国側実施機関 
   スラバヤ工科大学（ITS） 
 
 (7) 投入（インプット） 
  1) 日本側 
  ・ 専門家派遣 36.5MM 程度 
  （総括、業務調整、LBE、ICT 関連工学研究に必要な専門分野） 
  ・ 研修員受入 10名程度 
  ・ 機材供与 （教育用研究機材） 
  ・ 在外事業強化費 
   （「JICA 共同研究」やセミナー/ワークショップ開催に要する経費等） 
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  2) インドネシア側 
   ① 国民教育省高等教育総局（DGHE） 
    ・ 教員/研究員を対象とした、ITS 大学院進学のための奨学金（BPPS等） 
    ・ 競争的研究資金 
    ・ インドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT）4)の適切な監理 
    ・ 統合予算（DIPA：経常的経費と投資的経費の統合予算）を通じた、各大学の運営管理費 

の配分 
   ② スラバヤ工科大学（ITS） 
    ・ カウンターパート配置 
    ・ プロジェクトオフィス提供 
    ・ インドネシア側の活動経費 
    ・ 施設・機材メンテナンス費用 
 
 (8) 環境社会配慮・貧困削減・社会開発 
  1) 環境社会配慮 
   ① カテゴリ分類：C 
   ② カテゴリ分類の根拠： 

本事業は、「国際協力機構環境社会配慮ガイドライン」（2010 年公布）に掲げる影響を及ぼ
しやすいセクター・特性、及び影響を受けやすい地域に該当せず、環境への望ましくない影

響は、最小限であると判断されるため。 
  2) ジェンダー・平等推進/平和構築・貧困削減 
   ・ 特になし 
 
 (9) 関連する援助活動 
  1) わが国（JICA）の援助活動 
   ・ 「スラバヤ電子工学ポリテクニックプロジェクト（1987～1992 年）」 
   ・ 「電気系ポリテクニック教員養成計画（1999～2006 年）」 
   ・ 「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画（2006～2010 年）」 
   ・ 「ハサヌディン大学工学部強化計画プロジェクト（2009～2012 年）」 
   ・ 「高等教育アドバイザー」（個別専門家） 
  2) 他ドナー等の援助活動 

・ 世界銀行「IMHERE（Indonesia - Managing Higher Education for Relevance and Efficiency）プ
ロジェクト」（2006～2012 年）。本プロジェクトにおいて、JICA 以外の競争的研究資金の獲

得を活動の 1 つとしており、世界銀行の IMHERE で提供している競争的資金は、その資金
源の 1 つとなり得る。 

 
４．協力の枠組み 

 (1) 協力概要 

                                                      
4) 国民教育省が構築した遠隔ネット―ワークのことを示す。 
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  1) 上位目標： 
    東部インドネシア地域の大学及び ITS が教育研究能力を向上させ、東部インドネシア地域の

産業と地域の発展に寄与する。 
  ＜指標＞ 
   ① ITC 関連工学分野にて ITS を卒業して修士号、あるいは博士号を取得した東部インドネシ

ア地域の大学教員/研究員数が増加する。 
   ② 東部インドネシア地域の大学教員/研究員によるジャーナルへの掲載数が増加する。 
   ③ ITS 及び東部インドネシア地域の大学において、産業界との共同研究数が増加する。 
 
  2) プロジェクト目標： 
    ITSが ICT 関連工学分野において、東部インドネシア地域の拠点大学としての教育研究能力

を強化する。 
  ＜指標＞ 
   ① 東部インドネシア地域の大学の教員/研究員も巻き込みを実施する JICA 予算による共同研

究（「JICA 共同研究」）を通じ作成された研究論文の 30％が、国際ジャーナルに受理される。 
   ② 60％以上の学生が LBE 認定研究室に満足する。 
   ③ LBE を経験した学士課程（S1）及び修士課程（S2）の学生の卒業研究において、成績の向

上や研究所要時間の短縮等の改善がみられる。 
 

  3) 成果及び活動 
  （事前準備） 
   プロジェクト・デザイン・マトリクス（Project Design Matrix：PDM）の指標を確定させるベー

スライン調査を行う。 
 
  成果 1：ITS の ICT 関連工学分野において、LBE が強化される。 
  ＜指標＞ 
   ① 現在、ITS にある 42 の研究室が ITS によって、「LBE 認定研究室」と認定される。 
   ② ITS における LBE の経験を共有するためのワークショップを、少なくとも 5 回（1 学期に

1 回）開催する。 
   ③ ITS における LBE の定義や、判定基準が文書として整理される。 
   ④ LBE に関するモニタリングや、評価基準が文書として整理される。 
   ⑤ モニタリングや評価結果を受け、各「LBE 認定研究室」は改善点をリスト化する。 
 
  ＜活動＞ 
   １－１ ITS における LBE の定義や判定基準を、専門家とともに確定させる。 
   １－２ ITS における LBE の定義や判定基準に基づき、LBE を導入した研究室の認定と公表を

行う。 
   １－３ ITS において、LBE 認定研究室は定期的にワークショップを開催し、LBE の経験を共

有する。 
   １－４ LBE に関するモニタリング及び評価基準を確立する。 
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   １－５ モニタリング及び評価結果に基づき、LBE による活動が定期的に改善する。 
   １－６ 最も優れた LBE 認定研究室を毎年表彰する。 
 
  成果 2：ITS の研究能力が向上する。 
  ＜指標＞ 
   ① 80％の LBE 認定研究室において研究計画書、可能であればパテントマップが作成される。 
   ② すべての LBE 認定研究室において、国際ジャーナルへの応募がみられる。 
   ③ 各「JICA 共同研究」の成果として、少なくとも 1回は国際的な学会への研究論文の発表が

なされる。 
   ④ すべての LBE 認定研究室において、JICA 以外の競争的研究資金の獲得がなされる。 
   ⑤ 80％の LBE 認定研究室において、企業（あるいは政府、コミュニティ）との連携活動が行

われる。 
   ⑥ 産学連携フォーラムが少なくとも 3回（1 年に 1回）は開催される。 
   ⑦ 海外からの専門家の支援を得つつ、国際的研究資金獲得のためのプロポーザル作成能力向

上ワークショップが、少なくとも 1 回は開催される。 
 
  ＜活動＞ 
   ２－１ LBE 認定研究室の教員/研究員は、研究テーマを再確認し、パテントを申請するための

パテントマップやアクションプランを作成する。 
   ２－２ プロジェクト実施ユニットにおいて、「JICA 共同研究」選定タスクフォースを立ち上

げ、選定基準等のガイドラインを整備し、研究の募集及び選定を行う。 
   ２－３ 研究室の教員/研究員は、本邦大学と連携しつつ本邦大学との共同研究のためのアクシ

ョンプランを作成し、修士課程/博士課程に所属している、または ITS を卒業した東部インド
ネシア地域の大学の教員/研究員を研究構成員として含んだ研究を実施する。 

   ２－４ ITS は「JICA 共同研究」を行うため、教員/研究員を本邦大学へ派遣する。 
   ２－５ LBE 認定研究室の教員/研究員が、パテントを申請する。 
   ２－６ LBE 認定研究室の教員/研究員が、国際ジャーナルに応募する。 
   ２－７ LBE 認定研究室の教員/研究員が、研究資金を獲得する。 
   ２－８ 研究コミュニティサービス機関（Lembaga Penelitian dan Pengabdian Kepada：LPPM）内

にある ICT・ロボティックス研究センターが、産業界等の研究ニーズを把握するため企業な
ど（政府機関や地域も含む）から講師を招き、産学連携フォーラムを開催する。 

   ２－９ 海外からの専門家の支援を得ながら、国際的研究資金獲得のためのプロポーザル作成

能力向上ワークショップを開催する。 
 
  成果 3：ITS と東部インドネシア地域の大学との、人的ネットワークが強化される。 
  ＜指標＞ 
   ① 「JICA共同研究」の構成員に、ITSの修士課程（S2）または博士課程（S3）の学生として、

在籍中の東部インドネシア地域の大学の教員/研究員、あるいは、ITSにて LBE 参画経験を経
たうえで、卒業した東部インドネシア地域の大学の教員/研究員を少なくとも 1 名は参加させ
る。 
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   ② LBE の概念やモデルケースの導入に関するセミナー、あるいはワークショップをテレビ会
議を活用して、東部インドネシア地域の大学に対して少なくとも 2回（年に 1 回）は開催す
る。 

   ③ 修士課程（S2）あるいは博士課程（S3）の学生として、ITS を卒業した東部インドネシア

地域の大学の教員/研究員が自大学において全員が LBE を実施する。 
   ④ ITS を卒業した東部インドネシア地域の大学の教員/研究員が、ITS とともに投稿した論文 

数。 
   ⑤ 東部インドネシア地域の産業界、政府、コミュニティに対して、ITS 及び東部インドネシ

ア地域の大学が提案した連携の活動数。 
 
  ＜活動＞ 
   ３－１ LBE 認定研究室が LBE を経験した ITS 卒業の、東部インドネシア地域東部インドネシ

ア大学の教員/研究員と協力研究を行う。 
   ３－２ ITS は、東部インドネシア地域の大学に対し、セミナーやワークショップを開催して、

LBE の概念や LBE 導入モデルについて紹介する。 
   ３－３ ITS は東部インドネシア地域の大学の教育研究能力を強化するため、東部インドネシ

ア地域の、大学の工学部教員/研究員を大学院生として受け入れる。 
   ３－４ ITS が、同大学を卒業した東部インドネシア地域の、大学関係者の学術的研究連携を

継続的に支援する。 
   ３－５ ITS は東部インドネシア地域の大学が、競争的研究資金を獲得できるよう、プロポー

ザル作成能力を向上させるためのワークショップを開催する。 
   ３－６ ITS と東部インドネシア地域の大学が、東部インドネシア地域の産業やコミュニティ

の開発につながるような、連携活動を積極的に実施する。 
 
（協力終了直前） 

本プロジェクトを通じて達成された LBE の普及や、研究能力等の状況を確認するためのエンド
ライン調査を実施する。 

 
  4) プロジェクト実施上の留意事項 
   ・ フェーズ 1 の効果を活用して、LBE を通じた教育研究能力を深化させるため、主なプロジ

ェクト対象（ターゲット・グループ）は、ICT 関連工学部（3学科）とする。ただし、他の
学科の参画も妨げるものではない。また東部インドネシア地域の大学教員/研究員の参画を
促進するため、JICA 予算によって、実施する共同研究（「JICA 共同研究」）の応募・選出す

る際、選定基準等ガイドラインの内容を工夫する必要がある。 
   ・ 基準値及び目標値（指標）は、プロジェクト開始後のベースライン調査に基づいて確定し、

プロジェクト開始後に開催する合同調整委員会（JCC）で承認する予定。 
   ・ LBE の強化については、ITS 学内で LBE を更に普及させるための学内戦略を現在作成中で

あることを受け、ITS の自助努力を加味した協力内容としている。 
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 (2) その他インパクト 
  ・ ITS における LBE の定義や LBE 導入モデルが確立すれば、当該モデルを参考にして他の学部

への普及、さらに東部インドネシア地域の大学への普及も期待される。 
 

５．前提条件・外部条件（リスク・コントロール） 

 (1) 事業実施のための前提 
  ・ 特になし 
 
 (2) 成果達成のための外部条件 
  1) 学内全研究室に LBE を導入していくという ITS の戦略が継続する。 
  2) DGHE の競争的研究資金予算が確保される。 
  3) DGHE の大学教員向け修士、及び博士課程への国内留学奨学金予算が確保される。 
  4) インドネシア教育研究ネットワーク（Indonesia Higher Education and Research Network：

INHERENT）のテレビ会議システムサービスが、適切に提供され続ける。 
 
 (3) プロジェクト目標達成のための外部条件 

ICT 関連工学分野において、ITS を東部インドネシア地域のリソース大学として開発し、活用

していくという DGHE の政策が継続する。 
 
 (4) 上位目標達成のための外部条件 
  1) 東部インドネシア地域の大学教員が、ITS での大学院課程修了後、所属大学に戻り教員であ

り続ける。 
  2) DGHE の競争的研究資金予算が確保され続ける。 
  3) DGHE の大学教員向け修士、及び博士課程への国内留学奨学金予算が確保され続ける。 
  4) 東部インドネシア地域の大学は、ITS での大学院課程修了後、所属大学に帰任した教員に対

して研究活動を継続できるような支援をする。 
 

６．評価結果 

本事業は、インドネシアの開発政策、開発ニーズ、日本の援助政策と十分に合致しており、また計

画の適切性が認められることから実施の意義は高い。 
 

７．過去の類似案件の教訓と本事業への活用 

・フェーズ 1 では、研究能力強化・LBE・大学間及び産学間連携という 3 つの取り組みを、すべ
て取り入れた共同研究プロジェクトを選別して、技術的にも財政的にも支援し、モデルケースを

つくるという手法が有効であったとされている。本プロジェクトにおいても、事業実施時には、

JICA が支援する共同研究プロジェクト選定において、プロジェクト成果及びプロジェクト目標に

資する共同研究のテーマや参画人員の選定基準を設け、慎重に選定することが求められる。 
・フェーズ 1からの教訓として挙げられていた、LBE のモニタリングと評価の仕組みの導入につ
いて、LBE を経験した東部インドネシア地域の大学からの国内留学生の卒業後のフォローアップ
は、プロジェクトデザインに組み込まれている。 
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リソース大学（ホスト大学）が 1) 他大学の教員を留学生として受入れ、2) その留学生を巻き
込んで、リソース大学及び本邦大学が共同研究を実施する、3) そして留学生の卒業後もその人的
ネットワークを維持することにより、その留学生が所属している大学の研究･教育能力向上をも

将来的にはめざす、というカスケード型アプローチは、「アセアン工学系高等教育ネットワーク

プロジェクト（2003～2008 年）」及び「同フェーズ 2（2008～2013 年）」も、長年実践されてきた
アプローチであり、それらプロジェクトで蓄積された経験、知見･教訓を活用できる。 
現在インドネシアにおいて、実施中の「ハサヌディン大学工学部強化計画プロジェクト」（2009

年 2月～2012 年 1 月）においても、LBE 導入が成果の 1 つとされており、同プロジェクトの教訓に
も注意を払う必要がある。 
 

８．今後の評価計画 

  (1) 今後の評価に用いる主な指標 
    ４．(1)のとおり。 
 
  (2) 今後の評価計画 
    事業終了 6 カ月前（終了時評価） 
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第４章 評価 5 項目による評価結果 

 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断される。 
 ４－１－１ 開発政策との合致 
   インドネシアの国家中期開発計画 RPJM（2010～2014 年）や、国民教育省（MONE）の各種計

画において、高等教育機関（HEIs）が、経済や科学･技術の発展を支え、特に付加価値を創造でき
る理工系人材を育成することは、最重要課題の 1つとして位置づけられている。さらに MONE 及
び RISTEKも、重点研究分野5)の 1 つとして当該分野を位置づけるなど、ICT 関連工学分野の研究
と人材育成への期待は高い。 

   また、EPI は多くの分野で開発が遅れており、地域間格差是正がインドネシア政府の重要な政
策課題となっている。本プロジェクトは、地域的公平性や格差是正に寄与するものであり、群島

国家であるインドネシアの経済・社会の安定性の観点からも、妥当性が高い。 
 

 ４－１－２ JICA の援助方針との合致 
   「対インドネシア国別援助計画」では、1) 民間主導の持続的な成長、2) 民主的で公正な社会、

3) 平和と安定の 3 分野を重点分野とし、これらの下で、格差是正及び経済成長の実現の観点から、
産業人材や地方人材の育成に対する支援を行うことが掲げられている。またこれを受けて、JICA
は民間セクター振興、及び高等教育を協力プログラムとして掲げ、産業人材の育成を事業課題と

しており、本プロジェクトはその方針にのっとっている。 
 

 ４－１－３ プロジェクト実施機関の方針、ニーズと合致 
   ITS では、2011 年 4 月に学長が交代し、同年 8 月に副学長が交代した。その新学長体制下で新

たに策定された 2011 年から 2015 年までの ITS 開発フレームワークでは、7 つある戦略の 1 つと
して革新的な教育と研究活動とした、LBE を全学に導入していく旨記述されている。本プロジェ
クトも LBE の深化と普及を通じて、ITS の EPI拠点大学としての教育研究能力強化をめざすもの
であり、まさに、プロジェクト実施機関の方針、ニーズに合致しているといえる。 

 
 ４－１－４ 日本の工学系高等教育の比較優位性の発揮 
   日本の工学系高等教育は、研究室を中心とする講座制や研究プロジェクトをベースとした LBE

を行い、高い研究能力・問題解決能力・チームワークをもつ人材育成に貢献してきた。日本が比

較優位性を発揮できる、LBE 手法を活用し普及させながら ITS 及び EPI大学の教育研究能力向上
をめざすプロジェクトであり、妥当性が高いといえる。 

 
４－２ 有効性 

本プロジェクトは、以下の理由から有効性が見込める。 
 ４－２－１ プロジェクト成果の積み重ねが、プロジェクト目標達成へと結びつく 
   JICA 技術協力プロジェクト「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画プロジェクト（2006

                                                      
5) 7 重点研究分野（ICT, Food security, Energy, Transportation Technology and management, Defense and security technology, 

Health and medicine, Nano-tech and advanced materials) 
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～2010 年）」（フェーズ 1）において、ICT 関連工学部の 14パイロットラボ（研究室）に対して導
入された LBE について、ITS 内でのより広い範囲を対象として、LBE の導入ラボ（研究室）数の
量的拡大をしつつ、LBE の質的改善も図ることで、その定着を強固なものにして行く（成果 1）。
同時に、LBE で核となる研究について、教員ひいては学生の研究能力向上のため、本邦大学教員
と組んで共同研究をする LBE 研究室を中心に、彼らの研究能力の向上をめざす。さらに、持続性
確保の観点から、研究資金獲得能力向上策（産学連携、プロポーザルの書き方指導）も取り入れ

る（成果 2）。 
ITS と EPI 大学との連携（ITS の大学院課程に国内留学していた EPI 大学教員との人的つなが

り、EPI大学への ITS 知見の共有、ITS と EPI大学との学術的研究連携等）も強化し、ITS が EPI
大学の教育研究能力向上へ寄与する足掛かりをつける（成果 3）。 

   これら 3 つの成果を積み重ねることで、プロジェクト目標の達成を着実に結びつけられること
が期待される。 
 

 ４－２－２ EPI大学教員の ITS への国内留学者数は継続的に確保できる見込み 
   ITSの学生数、及び教員数は、付属資料 2.の表 1 と表 2 のとおりである。修士学生のうち、他

の高等教育機関（HEIs）の教員で、インドネシア政府の大学院国内留学奨学金により ITS に留学
している HEIs の教員は、例えば、修士課程 2010 年入学・2011 年卒業組は 97 名、博士課程 2008
年入学・2010 年卒業組は 102 名いる。そのうち EPI 大学の教員は、両課程とも約 7 割を占める。 

   また、DGHE は付属資料 2 の表 3 のとおり、今後も HEIs の教員の高学位取得推進を目標に掲
げ、国内留学、海外留学奨学金を出し（博士課程への新規国内留学は毎年 3,000 名、同海外留学

は 1,000 名を想定6)、その目標達成に向けて進んでいる。 
   今後も、ITS に国内留学する EPI大学教員数は確保できることが予想され、ITS が国内留学生に

対して、研究を含む質の高い教育を提供することにより EPI の拠点大学として貢献していくロジ
ックは、有効であると考える。 
 

 ４－２－３ JICA が支援する共同研究数以上の数の研究室に LBE を導入するアプローチ 
   DGHE は、HEIs の教員の研究能力向上のため、2011 年から 2014 年までの計画を、付属資料 2

の表 4 のように、具体的な数値目標を掲げて取り組んでいる。また、競争的研究資金予算も増額
計画がみられる。よって、研究資金を JICA からの共同研究支援資金のみに頼らず、他の研究資

金も ITS が独自に獲得し、それを LBE の枠組みのなかでの研究とリンクさせ、JICA が支援する

共同研究より多い数の研究室に LBE を導入して行くというアプローチは、有効性及び効率性が高
い。 
 

 ４－２－４ ITS の継続した高いコミットメント 
   フェーズ 1 プロジェクト終了後も、ICT 関連工学分野において、研究資金の獲得、研究活動の

継続、研究成果の学会発表やジャーナルへの投稿、特許申請、産学連携活動は独自の予算で継続

して行われている（付属資料 2の表 5 参照）。これは ITS の継続した高いコミットメントを示すも
のであり、フェーズ 2においても着実で有効なプロジェクトの実施が期待できる。 

                                                      
6) DGHE提供資料 
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 ４－２－５ 指標について 
   指標項目に関しては、詳細計画策定調査において、C/P 機関と十分に協議して確定させたが、

その目標数値については、プロジェクト開始直後にプロジェクト実施委員会（ Project 
Implementation Board：PIB）内の C/P 機関の代表者及び JICA 専門家が共働でベースライン調査を

実施し、そのデータに基づいてより適切な目標値を設定し、JCC にて承認を受ける。また、エン

ドライン調査についても同様に共働して主体的に自己評価することにより、プロジェクト終了後

の施策について自ら考察し、計画立案し、持続性の確保につなげる。 
 

４－３ 効率性 

 本プロジェクトは以下の理由から効率的であるといえる。 
 
 ４－３－１ 限られた投入の効率的活用 
   本プロジェクトは ITS における活動を主にして、かつ ITS に国内留学している EPI 大学教員を

介して、EPI 大学にプロジェクト成果が波及するように設計されている。よって、日本側からの
投入は、基本的に ITS を対象とし、EPI大学への直接的支援は、主に ITS 及び DGHE からの支援
とすることにより、限られた投入を効率的に活用する。 
 

 ４－３－２ インドネシア教育研究ネットワーク（INHERENT テレビ会議システム）の活用 
   ITS にはテレビ会議システムがあり、国内外のテレビ会議システムと手軽に接続し、会議やセ

ミナーを実施できる環境にある7)。このツールを、共同研究を支援する本邦大学との協議や ITS
が EPI 大学向けに実施するワークショップ等の際に有効活用し、より多くの関係者を参加させ、
プロジェクト効率的に進める。ただし、このシステムは、毎年 DGHE が年初に、運営管理業者を
公示により調達するため、使用開始できる時期が流動的になる点に注意が必要である。また、遠

隔による支援には限界があるので、対面による支援とも組み合わせながら活用することが求めら

れる。 
 
 ４－３－３ ITS 予算による活動と JICA 予算による活動の相乗効果 
   ITS は、LBE の学内への更なる拡大と普及、教員の研究資金獲得と研究活動の奨励、EPI 大学

への貢献に意欲的であり、独自予算も獲得し投入する予定である。このような状況下、ITS が自

己予算で推進して行こうとする活動と、プロジェクトの JICA 投入による活動をうまくリンクさ

せ相乗効果を引き出すことにより、費用対効果を高くすることができる。 
 

 ４－３－４ JICA の技術協力プロジェクトの知見・経験・人的ネットワークの活用 
  (1) 本プロジェクト、インドネシア高等教育セクターにおいて、実施してきた技術協力プロジェ

クト 
   ・「電気系ポリテクニック教員養成計画プロジェクト」（1999～2006 年） 
   ・「スラバヤ工科大学情報技術高等人材育成計画プロジェクト」（2006～2010 年） 

                                                      
7) 本調査団訪問時にも、EPI の 3 大学とのインタビュー、JICA ジャカルタ事務所、JICA 本部、ITS の 3 拠点を接続し

ての会議には、全く問題なく使用できた。しかし、画像の質は、回線の帯域幅によるものであるが、さらに改善さ

れればなお良い。 
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   ・「ハサヌディン大学工学部強化計画プロジェクト」（2009～2012 年） 
  (2) 他国ではあるが、工学系大学支援、かつコンポーネントとして LBE 導入が含まれているプロ

ジェクト 
   ・ベトナム国「ホーチミン工科大学地域連携機能強化プロジェクトフェーズ 2」（2009～2012

年） 
   ・「アセアン工学系高等教育ネットワークフェーズ 1」（2003～2008 年） 
   ・「アセアン工学系高等教育ネットワークフェーズ 2」（2008～2013 年）等、 
    これら多数のプロジェクトから得られたノウハウ及び人的ネットワークを積極的に活用し、

効率的にプロジェクトを実施できる。 
 
４－４ インパクト 

 本プロジェクトのインパクトは、以下のように予測できる。 
 
 ４－４－１ 共同研究採択条件設定によるインパクトの増大 
   JICA が支援する共同研究の採択条件設定では、EPIの産業発展・地域開発に寄与するテーマを

優先的に採用するよう設計し、上位目標達成へつながるよう配慮する。 
   また、共同研究参加者として、必ず EPI 大学の教員を含めるような条件設定をして、できるだ

け多くの EPI大学教員が、研究及び LBE を経験する機会が得られるようにする。さらに、彼らの
卒業後のアフターフォローもプロジェクト活動に入れ、EPI 大学の教育・研究能力開発への波及
効果も狙う。 
 

 ４－４－２ 直接社会に出る学生をもプロジェクト活動に巻き込む 
   EPI 大学教員のみならず、卒業後に企業に就職したり、起業して社会にでて行く学生も、例え

ば学士の卒業論文活動等において、LBE や共同研究の活動に参加し、問題発見・解決能力、研究
プロセスの組み立てと管理、チームワークなどの実践的能力を身につけられるようにする。そし

て、彼らが社会に直接出て行くことは、付加価値の創造が求められる高度産業化社会をめざすイ

ンドネシア産業界へのインパクトとなり得る。 
 
 ４－４－３ 産業界、地域社会へのインパクト 
   本プロジェクトの Project Director は、Cooperation & Development 担当の第 4副学長が就任する

予定であり、当該副学長は研究コミュニティサービス機関（LPPM）長も兼務する予定である。
今までは LPPM長は第 4副学長ではなく、別の立場の者が担当していたが、新体制では兼務する
ことにより、学内での研究が、より産業界や地域社会のニーズと連携したものとなることをめざ

す。プロジェクトでも、この新体制のメリットを生かしつつ、かつ産業界との連携フォーラム等

で産学の出会いの場を増やし、ニーズ発掘をし、そのニーズに合致した研究を共同研究で積極的

に支援する。その研究成果が産業界及び地域の発展にインパクトを与えることが期待される。 
 

４－５ 持続性 

 以下の点から、本プロジェクトの自立発展持続性は、十分確保されていると考えられる。 
 ４－５－１ 工学系高等教育強化政策の継続（政策面） 
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   インドネシアにおける工学系高等教育強化は、国家中期開発計画 RPJM（2010～2014 年）や、
国民教育省（MONE）の各種計画において政策として掲げられており、具体的な数値目標もあり、
今後も継続して取り組まれることが予想される。 
 

 ４－５－２ 研究助成金の自力による獲得（財政面） 
   DGHE は付属資料 2.  表 4 のように、今後も研究助成金予算は、増額していく計画である。また、

プロジェクト終了後も、ITS 及び EPI 大学教員が、自力でさまざまな財源から研究助成金を獲得
できるように、優良なプロポーザルを書く能力向上のための活動も、プロジェクトに盛り込んで

いるため、将来、更に活発に研究活動が継続される見込みは高い。 
 
 ４－５－３ LBE 導入及び改善モデルの確立（制度面） 
   ITS における LBE の定義や判断基準、LBE 導入モデルが確立され、さらに LBE のモニタリン

グと評価、その結果を踏まえての改善の Plan-Do-Check-Action サイクルのメカニズムを立ち上げ
られれば、それらをモデルとして横の展開が、他の学部への普及ひいては EPI 大学への普及が期
待できる。 

 
 ４－５－４ 本邦大学との連携の強化と深化 
   フェーズ 1 でも発現したが、本プロジェクトを通して、ITS 及び EPI 大学と本邦大学との関係

がさらに構築され、教員同士の人的ネットワークの広がり、それを通じた共同研究の増加、さら

には教員レベルにとどまらず、大学レベルでの連携を通じた学術交流、単位互換制度確立等の関

係の深化が期待される。 
 

 ４－５－５ ITS が研究大学をめざすプロセスと連動させた、プロジェクト成果の継続性の担保 
   ITS は、国家または地域の核となる研究を中心とした研究大学に、2017 年までになることをめ

ざし、それまでに、大学院課程の学生数を現在の約 1,800 名から、倍近くの 3,000 名強に増やす計
画を立てている。またその目標に向け、毎年 100名程度の教員を新規採用する用意もしている8)  

このように ITS が、研究中心大学をめざすプロセスと連動させて、プロジェクト終了後も、LBE
を質・量ともに強化しながら、研究能力の更なる向上にも取り組んでいくことにより、プロジェ

クト成果の継続性が担保される可能性は高いといえる。 
 

 ４－５－６ 上位目標達成への道筋づくりとしてのインドネシア政府に対する EPI 大学への支援要
請 

   EPI大学へプロジェクト成果が波及するためには、プロジェクト枠内では、主に、ITS へ国内留
学した（している）EPI 大学教員を媒介にして、間接的に EPI 大学を支援する仕組みとなってい
る。しかし、それだけでは上位目標達成は容易ではない。LBE への取り組みなど、芽がでそうな
有力 EPI 大学には、プロジェクト実施中から意識して、DGHE へ、例えば、研究環境整備支援要
請を働きかけるなど、上位目標達成への道筋づくりも期待される。 

                                                      
8) インドネシア個別大学支援基礎情報収集調査 ITS 学長との面談記録 
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第５章 プロジェクト実施上の留意点 

 
・ フェーズ 1 の効果を活用して LBE を通じた教育研究能力を深化させるため、主なプロジェクト対

象（ターゲット・グループ）は ICT 関連工学部（3学科）とする。ただし、他の学科の参画も妨げ
るものではない。また東部インドネシア地域（EPI）の大学の教員/研究員の参画を促進するため、
JICA 予算によって、実施する共同研究（「JICA 共同研究」）の応募・選出する際の選定基準等のガ

イドラインの内容を工夫する必要がある。 
 

・ 基準値及び目標値（指標）は、プロジェクト開始後のベースライン調査に基づいて設定し、プロジ
ェクト開始後に開催する合同調整委員会（JCC）で承認する。 
 

・  LBE の強化については、スラバヤ工科大学（ITS）学内で LBE を更に普及させるための学内戦略

を、現在作成中であることを受け、ITS の自助努力を加味した協力内容としている。 
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第６章 実施協議 

 
 2011 年 8月に実施した詳細計画策定調査の結果を踏まえ、2011 年 10月、JICA インドネシア事務所

長、高等教育総局長及びスラバヤ工科大学学長により討議議事録（R/D）の署名が行われた。R/D に

ついては、付属資料 3を参照。 
 なお、協力期間については、詳細計画策定調査時予定していた 2011月 11 月から 2012 年 1 月に変更
することで合意した。 
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３．討議議事録（R/D） 
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Indicator
Actual
2009

TARGET
2010

(Actual) 2011 2012 2013 2014

% of academic staff of public 
HEIs with Master degree 73.8%

78.5%
(71.1%) 82.5% 88.5% 94.5% 100.0%

% of academic staff of private 
HEIs with Master degree 46.7%

51.7%
(52.6%) 57.0% 65.0% 75.0% 90.0%

% of academic staff of public 
HEIs with PhD 16.1%

17.5%
(16.8%) 20.0% 23.5% 26.5% 30.0%

% of academic staff of private 
HEIs with PhD 5.0%

6.3%
(6.9%) 8.0% 10.0% 12.5% 15.0%

RESEARCH ACTIVITY 2011 2012 2013 2014

% of academic staff who conduct research and 
its budget of DGHE (in 1000 Rp)

40% 45% 50% 55%

Research budget to be provided by DGHE (in 1000Rp) 435.440.000 587.412.839 620.231.727 651.266.773

# of academic staff with national publications 2532 2632 2732 2832

# of academic staff with international publications 643 693 743 793

# of patents registered
95 110 130 150 

% of HEIs (Higher Education Institutions) that provide 
access to Internet and e-Journal 54% 56% 58% 60%

% of lecturers who have engaged in community service 6% 7% 8% 9%

# of HEIs with business incubator
18 20 23 25 

% of HEIs with collaborations with Industries through  
R&D 2% 3% 4% 5%

% of HEIs with collaborations with Government or  
Local Government institutions through  R&D

2% 4% 6% 8%

# of academic staff who wrote textbooks for higher 
education

325 360 395 430
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A list of patents applied for after the completion of the Phase 1 Project 
  

Column in yellow means patents in the ICT related engineering field  
 

NO NAMA JUDUL NO APLIKASI TANGGAL STATUS

56 Mahendrawathi ER., 
ST, MSc, PhD

Pengembangan Kerangka 
Kerja Perangkat Lunak yang 
Tumbuh Kembang 

P. 00201000181 9/3/2010

57 Dr.Ir. Muhammad 
Rivai, ST, MT

Sistem Identifikasi Aroma 
Menggunakan Deret Sensor 
Kuarsa

P. 00201000182 9/3/2010

58 Putu Sindu Asmara, 
ST, MT

Kapal Keruk Katamaran 
Menggunakan Bucket 
Elevator Bersirip

P. 00201000325 12/5/2010

59 Dr.Ir. Sumarno, 
M.Eng

Pembuatan Material Komposit 
Beton Ringan dengan Agregat 
Ringan Limbah Expanded 
Polystyrene dan Dispersant 
Surfaktan

P. 00201000326 12/5/2010

60 Ir. Munarus Suluch, 
MS; Harun Alrasyid, 
ST, MT

Elemen Dinding Rumah dari 
Beton Pracetak

S. 
00201000227

24/11/2010

61 Dr.rer.nat. Irmina Kris 
Murwani

Proses Pembuatan Zeolit NaA 
dari Sekam Padi sebagai 
Adsorben Nox dan Katalis 
pada Reaksi Denitrifikasi

P. 00201000752 24/11/2010

62 Triwikantoro, 
Darminto, Mashuri, 
Malik Anjelh Baqiya

Metode Pembuatan 
Nanokomposit Ag / 
ZnO.5NI0.5Fe2O4

P. 00201000753 24/11/2010

63 Fredy Kurniawan Metode Analisa Capsaicin 
dalam Cuplikan secara 
Elektrokimia dengan 
Elektroda Kerja Komposit 
Poliamida 11-Emas 
Nanopartikel

P. 00201000754 24/11/2010

64 Suwadi, Gamantyo, 
Wirawan

Segmentasi Daerah Cakupan 
pada Sistem Nirkabel Seluler 
Gelombang Milimeter dengan 
Transmisi Adaptif di Daerah 
Tropis

P. 00201000886 16/12/2010

65 Darminto, Malik 
Anjelh Baqiya, Henry 
Widodo

Nanokristalisasi 
Superkonduktor Keramik 
Ba2Sr2Ca2Cu3O10 dan 
Bi1,6Pb0,4Sr2Ca2Cu3O10 
dengan Metoda Pencampuran 
Basah dan Sintering Singkat

P. 00201000885 16/12/2010
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３ 討議議事録（R/D）
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mitsuba takami
長方形
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ANNEX 4 Plan of Operation(Draft)
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